
様式７

１．ヘルパー会議開催の減少
　タブレットを導入され、タイムリーに入力でき職員の共有もしやすく記録も
残ります。昨年の10月までは事業所内で月1回のヘルパー会議がおこなわれてい
ましたが、１０月以降は申し送りに関しては集まっての申し送りが無くなり、
タブレット内にある支援ノートに申し送り事項を記録し共有されています。交
代勤務・時差出勤だからこそ顔を合わせて話し合う会議を大切にされることを
提案します。

2.地域との関わり（通番１４）
　地域との関わり方について基本的な事業所の姿勢が見えてきませんでした。

3.規程やマニュアルについて
　各種規程やマニュアルは事業所で持たれていましたが、今回の訪問調査時に
必要な情報を探すも、載せている場所がバラバラになっていたり、資料自体を
探すことがあるなど、整理や把握を一部されていませんでした。

特に改善が望まれる点
とその理由（※）

介護サービス第三者評価事業

アドバイス・レポート
令和7年1月29日

　令和６年１１月７日付けで第三者評価の実施をお申込みいただいた（訪問介護ステーション　ナー
ビス京都二条）につきましては、第三者評価結果に基づき、下記のとおりアドバイスをいたしますの
で、今後の事業所の運営及びサービスの提供に役立ててください。

記

　2013年3月、サービス付き高齢者向け住宅ナービス京都二条の開設とともに、
同一敷地内に訪問介護ステーションナービス京都二条、ケアプランセンター
ナービス京都二条が開設されました。JR二条駅から徒歩15分、京都市バスの千
本丸太町駅から徒歩3分の立地にあります。
事業所が位置する界隈は、７９４年平安京に遷都された中心地です。大極殿跡
地の碑石が点在し、京都市の重要景観建造物に指定された町屋風景の住宅もあ
る、閑静な住宅地です。

１充実した研修の実施
　本社の福祉サービス事業部長が研修計画を策定し,受講項目をカンパニーポリ
シー研修、接遇・マナー、権利擁護、感染管理、感染症BCP、認知症ケア、救急
救命、災害BCP、ターミナルケア、リスク管理などの実施に向けて、全事業所全
職員を対象として法定研修、eラーニング、BCP訓練の研修形態を使われていま
す。加えて職員個別研修として、業務マニュアルをテキストとして毎月の個別
研修の予定も立てられるなど、学ぶ機会を多く設定され、研修後は全員の研修
報告書の提出が義務付けられています。

２.利用者・家族の意思の尊重
　企業姿勢に「すべては、お客さまの声から始まる」との内容が記載されてい
る通り、事業所は利用者や家族の意向を聞く機会を多く持たれていました。訪
問時には利用者から意向を聞いたり、サービス担当者会議時にも家族の意向を
聞かれています。また、年1回運営懇談会を書面で開催されており、出た意見に
対してはＱ＆Ａ方式で書面で返答しています。意向確認を行う機会を充分に持
ち、双方向のやり取りがおこなわれていました。

３.利用者に関する情報共有
　サービス付き高齢者賃貸住宅には、施設の事務所や併設の居宅介護支援事業
所があるが、職員同士の風通しが良い職場であり、職域を超えて情報交換や連
携が密におこわれていました。その結果、利用者への対応も迅速におこなえる
体制となっていました。

特に良かった点とその理由
(※）



1.ヘルパー会議を継続して開催する意義
　タブレットを導入され、職員の意見交換や共有がスムースにできているよう
に見えますが、職員が一堂に顔を合わせる機会が減少しているように感じられ
ました。交代勤務や時差出勤の中だからこそ、職員が一堂に会して話し合われ
ていたヘルパー会議の意義を再度見直されては如何でしょう。タブレットに出
された職員の気付きや意見をシフトミーティングで話し合われタブレットに変
更点などを入力されるとの事ですが、２～３日休日後に出勤した職員にとって
は知らぬ間に変更していたことなどの事象があったと思います。

2.地域との交流
　利用者は地域のデイサービスを利用されている方が多くおられます。施設と
して、介護相談やAEDや車いすの貸し出しのチラシを事業所玄関に置かれていま
すが、地域との関わり方についての基本的な考え方を明文化されていませんで
した。利用者が地域の中で暮らしやすいように、事業所も地域の中にある事業
所としての姿勢が求められます。地域の防災訓練への参加や民生児童委員が取
り組まれている事業への「場」の提供や運営に協力されることで、利用者の生
活の場も広がることを期待します。

3.規程やマニュアルについて
 各規程やマニュアル等は、個々の内容はきっちり作成されていました。特にマ
ニュアルは非常に見やすく作成されていましたので、マニュアルや規程を1冊に
まとめるなどして、すぐに調べられる体制を作っておくのもよいかと思いま
す。

※それぞれ内容を３点程度に絞って掲載しています。評価項目毎のコメントを「評価結果対比シー
ト」に記載しています。

具体的なアドバイス



（様式６）

事業所番号

事業所名

受診メインサービス
（1種類のみ）

併せて評価を受けたサービス
(複数記入可)

訪問調査実施日

評価機関名

自己評価 第三者評価

理念の周知と実践 1 Ａ Ａ

組織体制 2 Ａ Ａ

事業計画等の策定 3 Ａ Ｂ

業務レベルにおける
課題の把握と目標の
設定

4 Ａ Ｂ

法令遵守の取り組み 5 Ａ Ａ

組織として介護サービスの質の向上に向けた計画を策定すると
ともに着実に実行している。また計画策定には多角的な視点か
ら課題を把握している。

各業務レベルにおいて課題を把握し、課題解決のための目標が
設定され、各部門全体が組織的に目標の達成に取り組んでい
る。

（評価機関コメント）

3,4.単年度の事業計画は経営計画書として作成されているが、中・長期計画の作成
はされていなかった。経営計画書は、利用者ニーズや法令等の内容を含めて記載
し、昨年度の内容を踏まえて施策（目的・狙い）や目標，取り組みの具体的内容等
を作成している。経営計画書の内容はヘルパー会議やタブレットでの職員の意向を
反映している。シフトミーテイングで話し合われている事の記録はなかったが、協
議の結果、管理者が、経営計画書の案を作成しヘルパー会議、タブレットで職員に
周知している。利用者・家族には年1回の運営懇談会で報告している。経営計画書
は、2ヶ月に1回達成状況を訪問介護会議で確認し、ヘルパー会議又はタブレットで
共有している。

(3)管理者等の責任とリーダーシップ

遵守すべき法令等を正しく理解するための取組みを行ってい
る。

Ⅰ 介護サービスの基本方針と組織

(1)組織の理念・運営方針

組織の理念及び運営方針を明確化・周知している。また、法人
の経営責任者（運営管理者含む）及び事業所の職員全員が、理
念及び運営方針に沿ったサービスの提供を実践している。

経営責任者（運営管理者含む）は、公正・適切なプロセスで意
思決定を行い、組織としての透明性の確保を図っている。

（評価機関コメント）

1.理念及び運営方針は、カンパニーポリシー（企業姿勢・企業理念・経営方針・行
動指針）で明文化されており、理念と行動指針は玄関に掲示している。入職時にカ
ンパニーポリシーの冊子を配布・説明をしている。全職員には、カンパニーポリ
シー浸透研修を管理者が受講して伝達研修をしている。利用者・家族にはホーム
ページに掲載すると共に、年1回の運営懇談会（書面開催）で理解が深まるように説
明をしている。カンパニーポリシーに沿って利用者のニーズをつかみ、意向に沿っ
た支援ができるよう都度検討している。
2.取締役会・部長会・事業所長会・訪問介護会議・ヘルパー会議を月1回開催し、構
成員も明確にして、案件別に開催されている。ヘルパー会議やタブレットに記載さ
れている各々の意見を週１回シフトミーティング（管理者、サービス提供責任者、
介護支援専門員）で協議し、訪問介護会議で報告することで、職員の意見を反映す
る仕組みとなっている。事業所長会議では、本部からの１カ月の報告や事業経営を
取り巻く国の動向や、京都府・市の保険事業計画の動向が話され、出席した管理者
が職員に伝達している。「職制職責権限規程」で各職務ごとの権限や、責任等を明
確にしている。

(2)計画の策定

一般社団法人京都ボランティア協会

大項目 中項目 小項目 通番 評価項目
評価結果

評価結果対比シート 2670200761

訪問介護ステーション　ナービス京都二条

訪問介護

居宅介護支援

令和6年12月19日



管理者等によるリー
ダーシップの発揮

6 Ａ Ｂ

管理者等による状況
把握

7 Ａ Ａ

自己評価 第三者評価

総合的な人事管理 8 Ａ Ａ

質の高い人材の確保 9 Ａ Ａ

計画的な人材育成と
継続的な研修・ＯＪ
Ｔの実施

10 Ａ Ａ

実習の受け入れ
11 Ｃ Ｃ

(2)労働環境の整備

Ⅱ組織の運営管理

(1)人材の確保・育成
人事管理は、理念・運営方針にもとづく「期待する職員像等」
を明確にしたうえで、能力開発（育成）、活用（採用・配
置）、処遇（報酬等）、評価等が総合的に実施される仕組みが
ある。

質の高い介護サービスを提供できる人材の確保のために、必要
な人材や人員体制についての管理・整備を行っている。

採用時研修・フォローアップ研修等を実施し、段階的に必要な
知識や技能を身につけることができる。また業務を通じて日常
的に学ぶことを推進しており、スーパービジョンを行う体制が
ある。

実習の受け入れに対する基本的な姿勢を明確にし、体制を整備
している。

（評価機関コメント）

8.カンパニーポリシーで、会社の姿勢や大切にしていることを示し、行動指針で
「期待する職員像」を明確にしている。採用・異動・昇進・昇格等に関する基準は
就業規則で明確にして入職時に説明を受け、職員が常時閲覧出来る場所に置いてい
る。人事考課は管理者と本社とで評価し、第一考課者をサブリーダーとしている。
また、スキル認定制度もあり、自己評価・上司評価や筆記テストで認定される制度
である。それぞれに目標記載欄もあるため、自らが目標に向かって業務をおこなっ
ている。職員は「スキル評価要綱」で自分の将来を思い描くことが出来る。
9.人材確保の方針は、有資格者のみの採用である。正規職員と契約職員は本部採用
で、パート職員は事業所採用である。人員体制については利用者数と必要な時間帯
で調整している。採用活動は本社でおこない、ホームページやハローワークで募集
している。事業所としての魅力は利用者とゆっくりと関われることや、超過勤務ゼ
ロの方向で１分でも超過勤務が出たら申請出来ること、研修も超過勤務時間として
いること。資格取得支援が充実していることを挙げている。
10.毎年、福祉サービス事業部長が研修計画を策定し、新規採用者には２週間から１
カ月本人の状態を見ながら、OJTの実施や法定研修は管理者が受け、職員には伝達研
修をおこなっている。職員はeラーニング研修と個別のテーマ別研修で毎月業務マ
ニュアルを資料として学び、決められた書式での報告が義務付けられている。研修
計画は、事業部長が適宜見直している。外部研修は情報を収集して回覧し、希望者
には、勤務調整や公費で研修に参加しやすくしている。採用後のキャリアアップと
して、介護福祉士や介護支援専門員試験に向けた受験対策講座を実施している。職
員の気付きを促す為に、タブレットで話し合い、互いに学ぶ環境を作るようにして
いる。
11.実習の受け入れはおこなっておらず、基本姿勢の明文化や実習受け入れのマニュ
アル、実習プログラム作成、実習指導者に対する研修等もおこなわれていなかっ
た。

大項目 中項目 小項目 通番 評価項目
評価結果

経営責任者又は運営管理者は、自らの役割と責任を職員に対し
て表明し、サービスの質の向上や経営の改善、業務の実効性を
高めるため事業運営をリードしている。

経営責任者又は運営管理者は、事業の実施状況等を把握し、い
つでも職員に対して具体的な指示を行うことができる。

（評価機関コメント）

5.管理者は事業所長会議で法令遵守の観点での経営に関する情報や、WEBの集団指導
で介護報酬の改正などを学び、職員にはタブレットに入力して申し送りや資料の回
覧で周知している。職員が自由に見られるように、事務所に集団指導のフォルダー
や衛生関係法令、介護報酬の解釈などの冊子を並べ、パソコンのフォルダー内にも
各法令のデータを入れており、すぐに調べられる体制を作っている。職員倫理規程
は「コンプライアンス研修」で伝達している。自主点検表は管理者が作成している
が、職員への周知は出来ていなかった。職員への周知が望まれる。
6.職制職責権限規程には、管理者等の役割や責任について明記されている。職員に
はヘルパー会議（タブレット）で表明している。事業所の運営方針を決める事業所
長会議やシフトミーティングには管理者が参画し意見を述べている。また、職員の
意見を聞き、シフトミーティングで協議し運営方針に反映させている。管理者の評
価については、本社からの職員面談を年２回おこない職員の意向を聴く機会を持
ち、上司に対する評価も聞いているが、記録はなかった。
7.管理者は、事業の実施状況を常に確認できる場所で業務を行うと共に、携帯電話
を所持し連絡がつく体制になっている。また管理者は、携帯しているスマートフォ
ンでシステムの支援ノート等が見られる為、随時状況を把握している。緊急事態の
発生時は、昼夜共に指示が出せるよう連絡体制を取っている。昼間の管理者不在時
は介護支援専門員とサービス提供責任者と職員とで判断をし、夜間は管理者が指示
を出す体制になっている。緊急連絡網は事務所に掲示し、かかりつけ医がわかる一
覧表も作成している。



労働環境への配慮
（働きやすい職場づ
くり）

12 Ａ Ａ

ストレス管理 13 Ａ Ａ

地域との連携・情報
発信

14 Ａ Ｂ

地域との交流　（入
所系・通所系サービ
スのみ）

15 － －

地域への貢献 16 Ａ Ａ

自己評価 第三者評価

事業所情報等の提供 17 Ａ Ａ

内容・料金の明示と
説明

18 Ａ Ａ

Ⅲ 適切な介護サービスの実施

(1)情報提供

利用者（希望者含む）に対してサービス選択に必要な情報を提
供している。

（評価機関コメント）

17.ホームページやパンフレットで分かりやすく事業所の情報を提供しており、内容
は適宜更新されている。問い合わせ内容に応じてパンフレットを送付したり、見学
等の希望があれば日程調整のうえ、内覧やシステムの紹介をおこなっている。

(2)利用契約

介護サービスの利用に際して必要となる内容や料金について、
利用者に分かりやすく説明し同意を得ている。

（評価機関コメント）

18.サービスの開始に当たっては、重要事項説明書や契約書を用いてサービス内容や
料金等を丁寧に説明しており、同意を得て署名してもらっている。成年後見人と
も、契約している実績がある。利用者の権利擁護のために、成年後見制度のチラシ
を玄関に置いていると共に、利用の相談があれば、説明等をおこなっている。

(3)個別状況に応じた計画策定

大項目 中項目 小項目 通番 評価項目
評価結果

(3)地域との交流
事業所の運営理念や事業所情報を地域に発信するとともに、地
域の情報を積極的に収集してサービス提供に活かしている。ま
た、地域の各種団体や機関、介護サービス事業所等と連携して
いる。

ボランティアの受入れ、地域の学校教育への協力を通じて様々
な地域との交流を積極的に行っている。

事業所が有する機能を地域に還元している。
事業所の特性を活かした地域貢献活動を行っている。

（評価機関コメント）

14.地域との関わりの基本的な考え方は明文化されていなかった。利用者は地域のデ
イサービスに行かれ楽しまれている方が多い。ホームページやパンフレット等で事
業所の紹介をしている。地域の介護ニーズ等の情報は周辺学区の情報や老人福祉セ
ンター便り、成年後見制度のチラシを置くなどで情報提供をしている。上京区事業
所連絡会への参加や併設の居宅介護支援事業所からの地域のニーズの把握に努めて
いる。学区防災まちづくりマップにAEDの設置場所として事業所を明記している。
16.地域の福祉ニーズに関して見守りが必要な一人暮らし高齢者が多いため、事業所
で毎週土・日曜日の9:00～18:00に、事前予約制で介護相談会を開催しており、チラ
シも作成して玄関に置き参加を呼び掛けている。学区防災まちづくりマップにAEDの
設置場所として明示し、AEDや車椅子の貸出しもしている。

質の高い介護サービスを提供することができるよう、職員の労
働環境に配慮している。

職員の業務上の悩みやストレスを解消するために、具体的な取
組みを行い業務の効率を高めている。また、職員が充分にくつ
ろげ、心身を休めることができる休憩場所を確保し必要な環境
を整備している。

（評価機関コメント）

12.有給休暇はシステムで管理し、時間外労働は申請制で本社の総務で管理をしてい
る。職員の意向や勤務状況の分析・検討は管理者がして本社の総務に出している。
職場では常日頃から、職員とのコミュニケーションをとり、必要に応じて管理者や
サービス提供責任者との面談を実施している。育児休暇や介護休暇は就業規則に明
記され、必要時に取得できる。ワークライフバランスに配慮した取り組みの事例と
して、パート職員で５時間勤務者の希望で、子どもの夏休みの間は４時間勤務に変
更して働きやすくしたり、定年再雇用制度も導入し７０歳を過ぎても働き続けられ
るようにしている。職員の負担軽減のためにタブレットを導入し、情報共有の発信
が常時出来るようにし、ヘルパー会議の時間を縮小している。
13.職員のストレス解消やメンタルヘルス維持のため、年1回のストレスチェックや
専門のカウンセラー（産業医）による相談体制が整備されている。ハラスメントに
関する規定は就業規則に明記され、コンプライアンスに関する相談窓口も総務部に
設置されている。福利厚生はリソルライフサポート倶楽部に加入し旅行や趣味など
の優待割引が利用できる。職員の休憩場所は新たに1か所整備し、2か所設けること
で、個々のスタイルに合った休憩が取りやすくなっている。



アセスメントの実施 19 Ａ Ａ

利用者・家族の希望
尊重

20 Ａ Ａ

専門職種を含めた意
見集約

21 Ａ Ａ

個別援助計画等の見
直し

22 Ａ Ａ

多職種協働 23 Ａ Ａ

サービス移行時の連
携・相談対応

24 Ａ Ａ

業務マニュアルの作
成

25 Ａ Ａ

サービス提供に係る
記録と情報の保護

26 Ａ Ａ

職員間の情報共有 27 Ａ Ａ

利用者の家族等との
情報交換

28 Ａ Ａ

（評価機関コメント）

19.アセスメントは統一された書式を用いておこなっており、専門家と連携し作成し
ている。（医師の意見は、主に介護支援専門員から聴取っている）アセスメント
は、1年ごとまたは状態変化時等におこなっており、そのつど記録している。
20.個別援助計画には、利用者ごとに長期と短期に分けた目標を記載しており、本人
や家族の意向を踏まえて作成し、本人の同意を書面で得ている。
21.個別援助計画は、本人や家族がサービス担当者会議に参加し、利用者や家族の要
望と共に専門家の意見を踏まえて作成している。
22.サービスの提供後は、訪問記録を毎回システムに入力している。また、利用者の
状況の変化等必要な内容は、システム内の支援ノートに記録している。モニタリン
グは毎月おこなっており、担当の介護支援専門員にも情報を提供している。個別援
助計画の見直しの際に、変化があればそのつど介護支援専門員等に相談して対応し
ている。個別援助計画は、作成後は回覧すると共に、それ以降も職員が見られるよ
うにしている。

(5)サービスの提供

事業所業務について、標準的な実施方法（業務マニュアル）が
整備され、スタッフに活用されている。標準的な実施方法は自
立支援につながり、事故防止や安全確保を踏まえたものになっ
ている。

利用者の状況及びサービスの提供状況等が適切に記録されてお
り、管理体制が確立している。

利用者の状況等に関する情報を職員間で共有化している。

事業者はサービスの提供にあたって、利用者の家族等との情報
交換を行っている。

(4)関係者との連携

利用者のかかっている医師をはじめ、関係機関との間で、連携
体制又は支援体制が確保されている。

利用者の状況変化等により、他サービスへの移行をする場合
や、介護施設を変更する場合の連携がとれている。

（評価機関コメント）

23.医師との連携は、介護支援専門員やサービス提供責任者等、対応できる職員がお
こなっている。利用者の入退院時には、依頼された場合に介護サマリーを渡してい
る。退院カンファレンス開催時は参加する等で連携を図っている。利用者に対応で
きる事業所の一覧はリストを作成している。行政や地域包括支援センター、関係機
関等と連携を図っている。地域課題（独居老人の生活等）に対しては、地域ケア会
議で話し合われている。
24.利用者が他の施設や地域外の訪問介護等に移行する場合、介護サマリーを移行す
る事業所等に渡している。また同時に、サービス終了後も相談窓口として対応する
旨を利用者に話をしている。

利用者一人ひとりの心身の状況や生活状況を踏まえたうえでア
セスメントを行っている。

個別援助計画等の策定及びサービスの提供内容の決定に際し
て、利用者及びその家族の希望を尊重している。

個別援助計画等の策定に当たり、必要に応じて利用者の主治
医・リハビリ職（OT/PT/ST等)・介護支援専門員・他のサービス
事業所等に意見を照会している。

定期的及び必要に応じて、個別援助計画等の見直しを行ってい
る。



感染症の対策及び予
防

29 Ａ Ａ

事業所内の衛生管理
等

30 Ａ Ａ

事故・緊急時の対応 31 Ａ Ａ

事故の再発防止等 32 Ａ Ａ

災害発生時の対応 33 Ａ Ａ

事業の維持・継続の
取り組み

34 Ａ Ａ

(7)危機管理

事故や緊急時における対応等を定めたマニュアルがあり、年に
１回以上、必要な研修又は訓練が行われている。

発生した事故等に係る報告書や記録を作成し、事故の再発の防
止のために活用している。

災害発生時における対応等を定めたマニュアルがあり、年に１
回以上、必要な研修又は訓練が行われている。

大規模な自然災害、感染症まん延等に備えて、被害の拡大を抑
え事態を迅速に収束させ、事業を維持する体制を整えている。

(6)衛生管理

感染症の対策及び予防に関するマニュアルの作成等により、職
員全員が感染症に関する知識をもってサービスの提供を行って
いる。

施設（事業所）内における物品等の整理・整頓及び衛生管理を
行い、効率的かつ安全なサービスの提供を行っている。

（評価機関コメント）

29.感染症の予防及びまん延防止のための指針に、責任と役割を明確にした管理体制
があり、ナービス在宅ケア感染予防対策マニュアルも作成されている。研修もeラー
ニングで各職員が受講している。感染症に関する情報は、本社から毎月情報が送ら
れてきていると共に、マニュアルも新しい内容が出れば更新等がおこなわれてい
る。コロナやインフルエンザ、ノロウィルス等の感染者の発生に備えて、対応用の
物品を事前に準備していると共にシミュレーションを実施し、発生した場合は施設
内で対応している。
30.事業所内にある個人ファイル等は、鍵付きの書棚に保管している。介護材料、備
品などは整理された状態で保管している。清掃については、施設の共用部分は外部
清掃業者に月～金、9時～13時で委託して清潔に保たれている。業者には、清掃の点
検表を提出してもらっている。

（評価機関コメント）

25.介護テキストが作成されており、写真付きで分かりやすく記載され、利用者の尊
厳の保持やプライバシー保護に配慮して整備されている。また、利用者ごとに手順
書も作成されている。提供されているサービスの実施状況は、適宜管理者がヘル
パー訪問時に同行し、確認をおこなっている。マニュアルは必要時に改定すると共
に、手順書は状況変化や意向等に応じて随時変更している。
26.日々の記録は介護ソフトのワイズマンを使用しており、ヘルパーが訪問支援をす
るとそのつど訪問記録に入力し、申し送り事項等は支援ノートに入力している。記
録管理の責任者は管理者とし、個人ファイル等は、鍵付きの書棚に整理された状態
で保管している。また、介護記録については専用のタブレットを使用し、外部に持
ち出し禁止としている。SNS利用規程を作成している。記録の保管に関しては規程に
記載されている。管理者がコンプライアンス研修に参加後、職員に記録の管理につ
いて伝達研修をおこなっている。利用者家族には入居時に重要事項説明書の「秘密
の保持と個人情報の保護について」で説明している。
27.サービス計画の内容は手順書を作成して伝えており、個人記録はタブレットを使
用して業務前に読んでいる。申し送り等の内容は支援ノートに記載されているた
め、それも合わせて読んでいる。今年の10月までは月1回ヘルパー会議（職員全員）
を開催していたが、タブレットでの支援ノート機能を活用し、日々の変化を共有し
ているので、10月からはシフトミーティング（管理者・サービス提供責任者・介護
支援専門員）に変更して毎週開催し、利用者の支援や身体状況等についての共有化
をおこない、職員にはタブレットで報告している。
28.利用者の家族とは、サービス担当者会議や面会時等に会って面接をし、サービス
提供時の状況等も含めて話をしている。また、年1回運営懇談会を書面で実施し、ア
ンケートで意向を聞き、事業所の取り組みを書面で返答している。以前は書面で記
載をしていた訪問記録がデジタルデータに変更となった為、利用者や家族からの希
望時にプリントアウトして渡すようにしている。



自己評価 第三者評価

人権等の尊重 35 Ａ Ａ

利用者の権利擁護 36 Ａ Ａ

プライバシー等の保
護

37 Ａ Ａ

利用者の決定方法 38 Ａ Ａ

意見・要望・苦情の
受付

39 Ａ Ａ

意見・要望・苦情等
への対応の仕組みと
サービスの改善

40 Ａ Ａ

第三者への相談機会
の確保

41 Ａ Ｂ

Ⅳ利用者保護の観点

(1)利用者保護

利用者本位のサービス提供及び高齢者の尊厳の保持に配慮した
サービス提供を行っている。

虐待防止、身体拘束禁止等の利用者の権利擁護に配慮したサー
ビス提供を行っている。

利用者のプライバシーや羞恥心について、常に問題意識をもっ
てサービスの提供を行っている。

サービス利用者等の決定を公平・公正に行っている。

（評価機関コメント）

35.会社の企業姿勢や企業理念等には、「自分らしい生活を実現できるようサポート
する」と記載しており、経営計画書（事業計画）にもその内容が反映されている。
利用者には日々困りごと等について聞く体制を取っており、要望があればそのつど
職員間で話し合いをおこない対応している。内容をタブレットで共有し、シフト
ミーティングで検討する仕組みがある。高齢者虐待や身体拘束等権利擁護の研修
は、会社全体での研修やeラーニングを用いておこなっている。
36.「身体拘束等の適正化のための指針」を作成し、権利擁護に関する研修も年2回
実施している。虐待防止の担当者も定め、3ヶ月に1回「身体拘束等適正化検討委員
会」を実施している。「身体拘束禁止」は重要事項説明書（９．身体拘束につい
て）で明示している。不適切な事案が発生した場合は、管理者が同行訪問をして状
況確認することを定めている。
37.介護手順書には、プライバシーや羞恥心に配慮した内容が記載されている。ま
た、行動指針の㉒で「お客様の個人情報・プライバシーの保護を徹底します」とう
たわれている。入浴や排泄介助を行う際には、できる限り同性介助で対応するとと
もに、私物への関与や戸の開閉には気を付けている。プライバシーの研修は本社研
修のカンパニーポリシー浸透研修や接遇研修で学んでいる。
38.利用の申し込みを断ることは基本ないが、サービス時間の調整が出来ない場合な
どで、利用申込みを受けられない場合は、後日対応が可能になる場合の見通しを伝
えており、どうしても利用申込が受けられない場合は介護支援専門員を通して他の
事業所を紹介している。支援困難ケース等に対しては、必要に応じて医師や専門職
に相談する等、連携しながら支援をおこなっている。

(2)意見・要望・苦情への対応

利用者の意向（意見・要望・苦情）を広く拾い上げ、収集する
仕組みが整備され、利用者等に周知されている。

利用者の意向（意見・要望・苦情）に迅速に対応するととも
に、サービスの向上に役立てている。

公的機関等の窓口に相談や苦情を訴えるための方法を、利用者
及びその家族に周知している。

大項目 中項目 小項目 通番 評価項目
評価結果

（評価機関コメント）

31.事故発生時の緊急時のマニュアルを作成しており、責任者及び指揮命令系統が記
載されている。また、事故発生時対応のフローチャートも作成され、事務所に貼り
出している。救急救命に関する研修もおこなわれている。
32.事故発生時は、適切に対応したうえで家族等に報告している。また、事故報告書
やヒヤリハットは都度作成しており、対応記録や再発防止策まで記載している。事
故の内容は、月1回の高齢者虐待防止委員会・リスクマネジメント委員会で発生要因
を分析し、再発防止策をもとに、随時手順書の内容も変更している。
33.災害対応マニュアルを作成すると共に、災害BCPも作成して責任者や指揮命令系
統について記載されている。消防・避難訓練は年2回（1回は夜間想定）マニュアル
に基づいて実施し、年1回は消防署にも来てもらっていると共に、月1回管理会社と
定例会をおこない、情報共有をおこなっている。また、災害BCPに関する研修や訓練
もおこなわれている。災害発生時には、できる限り地域住民も受け入れる方向で考
えていると共に、利用者の安否確認は実際に職員全員で確認することとなってい
る。災害に備えた備蓄もおこなっている。
34.災害及び感染症のBCPは、災害発生後も業務を継続する視点で作成されている。
BCPに基づき、定期的に研修や訓練もおこなわれている。事業所が所在する地域で起
こりうる災害は水害や土砂の該当地域ではなく、地震災害が予測されるため、それ
に応じた必要な対策を講じている。



利用者満足度の向上
の取組み

42 Ａ Ａ

質の向上に対する検
討体制

43 Ａ Ａ

評価の実施と課題の
明確化

44 Ａ Ｂ

(3)質の向上に係る取組

利用者の満足度を把握し、サービスの質の向上に役立てている

サービスの質の向上に係る検討体制を整備し、運営管理者を含
む各部門の全職種の職員が積極的に参加している。

サービス提供状況の質の向上のため、定期的に評価を実施する
とともに、評価結果に基づいて課題の明確化を図っている

（評価機関コメント）

42.年に1回書面運営懇談会で利用者・家族にアンケートを実施している。担当者は
管理者・サービス提供責任者・ケアマネジャーで、把握した結果をシフトミーティ
ングで分析・検討して、回答を記入して家族にフィードバックしている。例えば、
「週間サービス計画表を本人や家族に分かりやすく作成して欲しい」との意向に反
映できるように、各サービスの説明のリストを作成し、配布して分かりやすくして
いる。
43．シフトミーティングを毎週、訪問介護会議・事業所長会議を毎月開催し、サー
ビス向上に向けた議論をおこなっている。訪問介護会議には全職種の職員が参加を
して、情報の伝達や共有をしている。同一法人の訪問介護事業所のシフト表を比較
検討し、自事業所でも取り入れ、今までよりもよりスムースに入れるようになって
いる。
44．事業計画の年度目標達成状況は半期ごとに評価をおこなっているが、「定めら
れた評価基準」での自己評価は実施出来ていなかった。自己評価や第三者評価結果
はシフトミーティングで分析・検討しており、次年度の事業計画に反映する仕組み
がある。令和3年10月受診の第三者評価で、改善事項として「申し送り事項の記録が
不十分」との指摘には、タブレットを使用してその時々に遭遇した職員が記載する
ことで、全体に情報発信ができるシステムに改善している。

（評価機関コメント）

39.年に1回運営懇談会（コロナ禍以降は書面開催）に、アンケートとして意見が書
ける書面を添付して利用者・家族の意見を聞いている。またヘルパーが訪問の際に
意見を聞くことも多く、管理者やサービス提供責任者の1カ月に1回の訪問時にも個
別で意見を言えるなど、利用者が意見を言える機会は多く有している。職員の顔写
真を掲示板に掲示して、名前が分かり話しやすい環境を整えている。自らの意思を
明確に表明できない利用者にあっては筆談や意向をくみ取り確認をし、職員間で共
有している。また、家族に尋ねることもある。聞き取った苦情や意向はタブレット
の中の支援ノートに記入し共有している。利用者・家族の意向を把握する目的で、
サービス担当者会議を年2回おこなうと共に、利用者懇談会も年1回定期的におこ
なっている。
40.「お客様の声取扱要領」を重要事項説明書に記載し入居時に説明している。訪問
時に聞いた「献立に偏りがある」との意見をタブレット（支援ノート）に記載する
ことで、職員全員に周知している。管理者には同時に報告をおこない、食事メ
ニューを確認して、厨房と共有の上、サービスの改善に生かした事例がある。苦情
や褒められたことは「お客様の声」シートを使用して全社で共有するとともに、
ホームぺージ「お客様の声」で公開している。
41.第三者は相談窓口として設置できていず、重要事項説明書には公的機関等の相談
窓口の電話番号やFAX番号、及び受付時間を記載している。苦情相談窓口は、事業所
内に掲示しているが、小さく利用者には見にくかった。利用者に見やすく掲示する
ことをお勧めする。寄せられた苦情には迅速に対応することをマニュアルに記載し
ている。


